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NY マーケットレポート（2022 年 7 月 8 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

6 月の米雇用統計の結果 

失業率 3.6％（予想 3.6%・前回 3.6%） 

非農業部門雇用者数 +37.2 万人（予想 +26.5万人・前回 +39.0万人⇒+38.4 万人） 

民間部門雇用者数 +38.1万人（予想 +23.5 万人・前回 +33.3 万人⇒+33.6万人） 

製造業雇用者数 +2.9 万人（予想 +2.3 万人・前回 +1.8 万人） 

平均時給（前月比） 0.3％（予想 0.3%・前回 0.3%⇒0.4%） 

平均時給（前年比） 5.1％（予想 5.0%・前回 5.2%⇒5.3%） 

労働参加率 62.2％（予想 62.4%・前回 62.3%） 

週平均労働時間 34.5（予想 34.6・前回 34.6⇒34.5） 

6 月の米雇用統計では、失業率は前月から変わらなかったものの、景気動向を敏感に示す非農業部門雇用者

数が市場予想を上回り、堅調な伸びとなった。民間部門では、接客・レジャーが+6.7万人、専門職が+7.4万

人、小売業が+1.5 万人。政府部門は—0.9万人だった。一方、雇用者の平均時給は、前年比+5.1％とこちらも

市場予想を上回った。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ダウ平均は小幅反落、ナスダックは 5営業日続伸 

米株式市場は、序盤に発表された 6 月の米雇用統計で労働市場の堅調さが示されたことから、底固い動きが

見られたものの、FRB の大幅利上げの可能性が高まったとの見方が広がり、米長期金利が上昇したことから、

主要株価指数は上値の重い動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から上値の重い動きとなり、一時前日比 172

ドル安まで下落した。ただ、その後は底固い動きも見られ、プラス圏を回復する場面もあったが、46.40ド

ル安（-0.15％）と小幅安で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、13.96 ポイント高（+0.12％）

で終了し、小幅ながら 5営業日続伸となった。 
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ドルは序盤堅調な動きとなったものの、その後は失速 

NY 市場では、序盤に発表された 6月の米雇用統計で、景気動向を敏感に映す非農業部門雇用者数が市場予想

を上回り、堅調な伸びとなったことや、賃金の伸びも前年比で市場予想を上回ったことを受けて、今月の FOMC

での大幅利上げを後押しする内容との見方が広がった。これを受けて、米長期金利の指標となる米 10年債利

回りが 2.966％から 3.099％まで上昇したことに合わせてドルも主要通貨に対して上昇し、ドル/円は、135.81

から 136.57 まで上昇した。しかし、136円台後半から 137.00近辺では、6月以降何度か上値を抑えられてい

るポイントであったことから、再び上値が意識されて失速となり、135.87まで下落した。一方、欧州通貨や

資源国通貨はドル円の上昇に連れて堅調な動きとなり、その後はドルに対して堅調な動きとなったことから、

対円でも底固い動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


